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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第18期 

第２四半期累計期間 
第19期 

第２四半期累計期間 
第18期 

会計期間 
自平成28年４月１日 
至平成28年９月30日 

自平成29年４月１日 
至平成29年９月30日 

自平成28年４月１日 
至平成29年３月31日 

売上高 （千円） 3,830,213 4,043,713 7,024,818 

経常利益 （千円） 361,245 214,774 553,960 

四半期（当期）純利益 （千円） 235,680 146,816 375,898 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 50,000 154,880 154,880 

発行済株式総数 （株） 900,000 1,000,000 1,000,000 

純資産額 （千円） 1,783,581 2,204,623 2,118,145 

総資産額 （千円） 2,786,957 3,591,427 3,400,155 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 261.87 146.83 406.59 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） 17.00 20.00 77.00 

自己資本比率 （％） 64.0 61.4 62.3 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） 917,586 △143,702 641,007 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △19,424 △23,335 △27,089 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △502,957 81,274 △96,649 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 863,905 913,282 999,045 

 

回次 
第18期 

第２四半期会計期間 
第19期 

第２四半期会計期間 

会計期間 
自平成28年７月１日 
至平成28年９月30日 

自平成29年７月１日 
至平成29年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 （円） 170.99 109.36 

 （注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

５．平成28年９月12日開催の取締役会決議により、平成28年９月30日付で普通株式１株につき900株の株式分割

を行っておりますが、前事業年度の期首に株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益

金額を算定しております。 

 

２【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

 

(1) 業績の状況 

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益の回復や雇用・所得環境の改善を受け、緩やかな回復基

調で推移しましたが、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響などにより、先行き不透明な状況が続いて

おります。 

当社の属する住宅業界におきましては、首都圏を中心に分譲マンション価格が高止まりする中、戸建て住宅は比

較的割安に購入可能であり、住宅取得支援施策や住宅ローンの低金利水準継続も相まって、需要は底堅く推移しま

した。一方、建設需要の増加による建築コストへの影響や、人口減少等による新設着工戸数への影響など、将来的

な不安定要素も生じております。

このような状況のもと、当社は良質な戸建用地の取得を独自の手法により継続し、自社設計・自社施工管理によ

る高品質かつ低価格な住宅の供給をミッションに、当社の事業エリアである東京神奈川圏（神奈川県横浜市・川崎

市、東京都内城南地区）において活動エリアの深耕と拡充を推進しました。これにより、分譲住宅事業・注文住宅

事業とも引渡棟数は前年同四半期を上回りました。また、関西圏への事業拡大及び中古住宅リノベーション事業の

展開を企図し、平成29年６月に京都府京都市に京都オフィスを開設しました。

以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高は4,043,713千円（前年同四半期比5.6％増）となりました。利益面

では、前年同四半期に利益率の高い土地分譲取引があった為、営業利益は215,119千円（同43.3％減）、経常利益

は214,774千円（同40.5％減）、四半期純利益は146,816千円（同37.7％減）となりました。 

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

① 分譲住宅事業 

分譲住宅事業につきましては、当社が主に取り扱っている東急東横沿線エリアにおいては、需要が引続き堅調

であり、分譲住宅の引渡棟数は増加しましたが、土地仕入値や外注費等原価率の悪化に加え、前年同四半期に利

益率の高い土地分譲取引があったことにより、売上高は3,418,759千円（前年同四半期比1.7％減）、セグメント

利益は375,623千円（同29.9％減）となりました。 

 

② 注文住宅事業 

注文住宅事業につきましては、営業面では販売棟数の増加を目指して、検討客に対する提案力の向上に取り組

んでおり、施工面では原価管理及び施工管理の徹底等、更なるコストダウンに努めました。また渋谷店の開設に

より、東京都内城南地区の受注数及び引渡物件が増加したことから、売上高は622,968千円（前年同四半期比

81.0％増）、セグメント利益は15,425千円（前年同四半期は11,717千円の損失）となりました。 

 

③ その他事業 

その他事業につきましては、既存住宅のリフォーム等により、売上高は1,985千円（前年同四半期比71.5％

減）、セグメント損失は1,114千円（前年同四半期は3,624千円の利益）となりました。
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セグメントの名称 売上高（千円） （前年同四半期比） 引渡棟数 （前年同四半期）

分譲住宅事業 3,418,759 （△1.7％） 95 （82）

［うち土地分譲］ ［192,654］ ［△70.5％］ ［4］ ［4］

注文住宅事業 622,968 （81.0％） 23 （18）

その他 1,985 （△71.5％） － （－）

合計 4,043,713 （5.6％） － （－）

 

(2) 財政状態の分析 

（資産） 

当第２四半期会計期間末における流動資産は3,308,415千円となり、前事業年度末に比べて168,536千円増加し

ました。これは主に、販売用地の仕入と着工数が順調に進んだことにより仕掛販売用不動産が489,905千円増加

した一方、分譲住宅の販売により販売用不動産が313,611千円減少したこと、現金及び預金が85,763千円減少し

たことなどによるものであります。

固定資産は283,012千円となり、前事業年度末に比べて22,734千円増加しました。

この結果、総資産は3,591,427千円となり、前事業年度末に比べて191,271千円増加しました。

 

（負債）

当第２四半期会計期間末における流動負債は1,272,272千円となり、前事業年度末に比べて135,691千円増加し

ました。その主な要因は、短期借入金が180,000千円増加した一方、前受金が20,496千円減少したことなどによ

るものであります。

固定負債は社債の償還により30,000千円減少するなどしたことにより114,531千円となり、前事業年度末に比

べて30,897千円減少しました。

この結果、負債合計は1,386,803千円となり、前事業年度末に比べて104,793千円増加しました。

 

（純資産） 

当第２四半期会計期間末における純資産合計は2,204,623千円となり、前事業年度末に比べて86,478千円増加

しました。これは主に四半期純利益の計上146,816千円及び剰余金の配当59,998千円によるものであります。

この結果、自己資本比率は61.4％（前事業年度末は62.3％）となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、913,282千円となりま

した。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、143,702千円となりました。これは主に、税引前四半期純利益の計上214,774

千円、売上債権の増加162,084千円、法人税等の支払額119,211千円によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、23,335千円となりました。これは主に、敷金及び保証金の差入による支出

12,044千円、有形固定資産の取得による支出8,945千円によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果獲得した資金は、81,274千円となりました。これは主に、短期借入れによる収入710,000千

円、短期借入金の返済による支出530,000千円、配当金の支払額59,998千円によるものであります。 

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,600,000

計 3,600,000

 

② 【発行済株式】

種類

 
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年９月30日） 
 

 
提出日現在発行数

（株） 
（平成29年11月14日） 

 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 1,000,000 1,000,000
東京証券取引所

（マザーズ市場）

単元株式数 

100株 

計 1,000,000 1,000,000 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高

（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日 
－ 1,000,000 － 154,880 － 104,880
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(6) 【大株主の状況】

    平成29年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

奥本 健二 神奈川県横浜市港北区 700,000 70.00 

フォーライフ従業員持株会 
神奈川県横浜市港北区大倉山一丁目14番

11号 
20,800 2.08 

花田 康博 神奈川県川崎市高津区 20,300 2.03 

平田 由世 青森県青森市 20,300 2.03 

宮下 尚憲 埼玉県さいたま市浦和区 6,800 0.68 

玉木 三千彦 東京都立川市 5,700 0.57 

能勢 頼正 神奈川県相模原市中央区 5,700 0.57 

小泉 渉 東京都八王子市 5,600 0.56 

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 4,900 0.49 

中村 仁 神奈川県鎌倉市 4,500 0.45 

高橋 効志 神奈川県横浜市中区 4,500 0.45 

計 － 799,100 79.91 
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(7) 【議決権の状況】
 

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式        100 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式    999,600 9,996 －

単元未満株式  普通株式        300 － －

発行済株式総数            1,000,000 － －

総株主の議決権 － 9,996 －

 

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

フォーライフ株式会社

神奈川県横浜市港北

区大倉山一丁目14番

11号

100 － 100 0.01

計 － 100 － 100 0.01

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成29年７月１日から平成29

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社が存在しないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

  前事業年度 
(平成29年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成29年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,099,045 1,013,282 

完成工事未収入金 － 162,084 

販売用不動産 401,354 87,742 

仕掛販売用不動産 1,468,843 1,958,749 

未成工事支出金 103,081 － 

その他 67,553 86,556 

流動資産合計 3,139,878 3,308,415 

固定資産    

有形固定資産 228,120 240,088 

無形固定資産 9,156 9,039 

投資その他の資産 23,000 33,884 

固定資産合計 260,277 283,012 

資産合計 3,400,155 3,591,427 

負債の部    

流動負債    

買掛金 220,134 255,997 

短期借入金 500,000 680,000 

1年内償還予定の社債 60,000 60,000 

1年内返済予定の長期借入金 18,000 10,500 

未払法人税等 119,269 74,592 

前受金 109,922 89,426 

賞与引当金 44,664 44,664 

その他 64,590 57,091 

流動負債合計 1,136,580 1,272,272 

固定負債    

社債 140,000 110,000 

その他 5,429 4,531 

固定負債合計 145,429 114,531 

負債合計 1,282,010 1,386,803 

純資産の部    

株主資本    

資本金 154,880 154,880 

資本剰余金 104,880 104,880 

利益剰余金 1,858,499 1,945,317 

自己株式 △114 △453 

株主資本合計 2,118,145 2,204,623 

純資産合計 2,118,145 2,204,623 

負債純資産合計 3,400,155 3,591,427 
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第２四半期累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

 当第２四半期累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

売上高 3,830,213 4,043,713 

売上原価 3,134,347 3,466,778 

売上総利益 695,866 576,935 

販売費及び一般管理費    

販売手数料 117,854 119,108 

役員報酬 53,970 50,320 

給料手当及び賞与 44,551 53,511 

賞与引当金繰入額 17,958 17,958 

その他 82,343 120,918 

販売費及び一般管理費合計 316,677 361,816 

営業利益 379,189 215,119 

営業外収益    

受取補償金 － 4,350 

解約手付金収入 1,000 1,000 

その他 485 1,128 

営業外収益合計 1,485 6,478 

営業外費用    

支払利息 5,868 6,323 

為替差損 11,561 － 

その他 2,000 500 

営業外費用合計 19,429 6,823 

経常利益 361,245 214,774 

税引前四半期純利益 361,245 214,774 

法人税、住民税及び事業税 129,782 68,383 

法人税等調整額 △4,217 △425 

法人税等合計 125,564 67,958 

四半期純利益 235,680 146,816 
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
 前第２四半期累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

 当第２四半期累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期純利益 361,245 214,774 

減価償却費 6,810 7,183 

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,990 － 

受取利息及び受取配当金 △104 △4 

支払利息 5,868 6,323 

為替差損益（△は益） 11,561 － 

売上債権の増減額（△は増加） － △162,084 

たな卸資産の増減額（△は増加） 592,230 △73,153 

仕入債務の増減額（△は減少） △53,362 26,081 

前受金の増減額（△は減少） 25,363 △20,496 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 40,014 △9,068 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 21,471 △9,122 

その他 432 172 

小計 1,021,521 △19,393 

利息及び配当金の受取額 104 4 

利息の支払額 △4,397 △5,102 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △99,641 △119,211 

営業活動によるキャッシュ・フロー 917,586 △143,702 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △12,850 △8,945 

無形固定資産の取得による支出 － △2,325 

敷金及び保証金の差入による支出 △4,549 △12,044 

敷金及び保証金の回収による収入 287 334 

その他 △2,311 △354 

投資活動によるキャッシュ・フロー △19,424 △23,335 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 520,000 710,000 

短期借入金の返済による支出 △980,000 △530,000 

長期借入金の返済による支出 △21,000 △7,500 

社債の償還による支出 △20,000 △30,000 

リース債務の返済による支出 △1,957 △887 

自己株式の取得による支出 － △339 

配当金の支払額 － △59,998 

財務活動によるキャッシュ・フロー △502,957 81,274 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11,561 － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 383,643 △85,763 

現金及び現金同等物の期首残高 480,262 999,045 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 863,905 ※ 913,282 
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

 
前第２四半期累計期間

（自  平成28年４月１日
至  平成28年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年９月30日）

現金及び預金勘定 963,905千円 1,013,282千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △100,000 △100,000

現金及び現金同等物 863,905 913,282

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

(1) 配当金支払額 

該当事項はありません。

 

(2) 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後と

なるもの

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月12日 
取締役会 

普通株式 15,300 17 平成28年９月30日 平成28年12月１日 利益剰余金 

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日） 

(1) 配当金支払額 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 59,998 60 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金 

 

(2) 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後と

なるもの

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月９日 
取締役会 

普通株式 19,997 20 平成29年９月30日 平成29年12月11日 利益剰余金 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

調整額 
（注）２ 

四半期損益 
計算書計上額 
（注）３  

分譲住宅 
事業 

注文住宅 
事業 

計 

売上高            

外部顧客への売上高 3,479,041 344,208 3,823,250 6,963 － 3,830,213 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － － － － － 

計 3,479,041 344,208 3,823,250 6,963 － 3,830,213 

セグメント利益又は損失（△） 535,474 △11,717 523,757 3,624 △148,192 379,189 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、既存顧客による少額工事

等を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各セグメントに帰属しない全社費用であります。 

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る一般管理費であります。 

３．セグメント利益又は損失（△）の額は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

調整額 
（注）２ 

四半期損益 
計算書計上額 
（注）３  

分譲住宅 
事業 

注文住宅 
事業 

計 

売上高            

外部顧客への売上高 3,418,759 622,968 4,014,728 1,985 － 4,043,713 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － － － － － 

計 3,418,759 622,968 4,014,728 1,985 － 4,043,713 

セグメント利益又は損失（△） 375,623 15,425 391,049 △1,114 △174,815 215,119 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、既存顧客による少額工事

等を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各セグメントに帰属しない全社費用であります。 

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る一般管理費であります。 

３．セグメント利益又は損失（△）の額は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期会計期間から、「注文住宅事業」について量的な重要性が増したため報告セグメントとして記

載する方法に変更しております。

なお、前第２四半期累計期間のセグメント情報は、当第２四半期累計期間の報告セグメントの区分に基づ

き作成したものを開示しております。 
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 

 
前第２四半期累計期間 

（自平成28年４月１日 
至平成28年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自平成29年４月１日 
至平成29年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 261円87銭 146円83銭 

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 235,680 146,816 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 235,680 146,816 

普通株式の期中平均株式数（株） 900,000 999,905 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

２．当社は、平成28年９月30日に普通株式１株につき900株の株式分割を行っておりますが、前事業年度の期首

に株式分割が行われたと仮定し１株当たり四半期純利益金額を算定しております。 
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（重要な後発事象）

株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更

 当社は、平成29年11月９日開催の取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行うこと

を決議いたしました。

 

(1) 株式分割の目的

 投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的

としております。

 

(2) 株式分割の概要

① 分割の方法

 平成29年12月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式を、

１株につき２株の割合をもって分割いたします。

 

② 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数             1,000,000株

株式分割により増加する株式数           1,000,000株

株式分割後の発行済株式総数             2,000,000株

株式分割後の発行可能株式総数           7,200,000株

 

③ 分割の日程 

基準日公告日         平成29年12月14日 

基準日               平成29年12月31日 

効力発生日           平成30年１月１日 

 

④ １株当たり情報に及ぼす影響 

 当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりでありま

す。 

 
前第２四半期累計期間 

（自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成29年４月１日 
至 平成29年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 130円93銭 73円42銭 

 

(3) 株式分割に伴う定款の一部変更 

① 定款変更の理由 

 今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、平成30年１月１日をもって、当社定款第６

条の発行可能株式総数を変更いたします。 

 

② 定款変更の内容 

 変更の内容は以下のとおりであります。 

（下線は変更箇所を示しております。） 

現行定款 変更後定款 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、 

360万株とする。 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

7,200,000株とする。 

 

③ 定款変更の日程 

 効力発生日    平成30年１月１日 

 

(4) その他 

① 資本金の額の変更 

今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。 

 

- 14 -



２【その他】

平成29年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

① 配当金の総額             19,997千円 

② １株当たりの金額           20円00銭 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日  平成29年12月11日 

(注) 平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年11月13日

フォーライフ株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ 

 

 
指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士 芝田 雅也  印 

 

 
指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士 津村 陽介  印 

 

        

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているフォーライフ株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第19期事業年度の第２四半期会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。 

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、フォーライフ株式会社の平成29年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 


